
図表１ 我が国国力（GDP）と労働力人口（18歳人口）うち大卒の割合
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注： 18歳人口及び大学入学者数は「学校基本調査」、労働力人口実績は「労働力調査」より、年平均ベース。
労働力人口とは、15歳以上の人口のうち、就業者と失業者の合計。
将来の労働力人口は厚生労働省データを参考に予想し、大学・大学院卒業有業者は5年毎の「就業構造基本調査」を基に推計した。

出所：文部科学省「学校基本調査」、厚生労働省「労働力調査」、総務省「就業構造基本調査」、総務省統計局
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図表2 学校法人事業活動収支差額比率推移一覧（私学事業団 今日の私学財政）
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年度
大学
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～▲9.1 ～▲0.1 0.0～8.9 9.0～17.9 18.0～ 24.0～

28 548 86 131 218 85 8 20

29 551 95 124 215 84 18 15

30 549 87 119 224 85 17 17

令和元 555 105 131 215 77 9 18

同２年 559 129 94 192 na

平成37年度予測の算出方法；①平成15年度大学法人数が同26年度と同数の544校と仮定、15年度の実分布割合により、 同年度の収支差額比率分布毎の仮定の大学法人数を算出。
②26年度の収支差額比率分布ごとの大学法人数から、上記①で算出された値を差し引いた数値が、11年間の収支差額比率分布ごとの増減となる。③上記②で算出された数値を、26
年度の実数に加えて37年度の予測値とした。④（）内の数字は、大学法人全体で最も収支の悪かった平成20年度と、平成15年度の分布ごとの大学法人の差を同26年度の実績に加え
算出した最も悲観的な予測。⑤なお、平成37年度の法人数は同26年度と同数とした。
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図表３ 私立大学の収入状況（令和元年度）

（単位：億円）

※出典：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政（令和2年度版）
※調査対象：599大学
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図表４ 私立大学等経常費補助金予算額の推移（単位：億円）

年度 昭和45 50 55 60 平成元 5 10 15 20 25 30 令和元 令和2 令和3

一般補助 132.0 990.0 2,532.0 2,333.5 2,258.5 2,258.5 2,255.5 2,205.5 2,136.0 2,782.5 2,697.0 2,712.0 2,743.0 2,756.0

特別補助 0.0 17.0 73.0 105.0 228.0 397.0 695.0 1,012.0 1,112.7 392.6 457.0 447.0 234.0 219.0

合計 132.0 1,007.0 2,605.0 2,438.5 2,486.5 2,655.5 2,950.5 3,217.5 3,248.7 3,175.1 3,154.0 3,159.0 2,977.0 2,975.0
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※出典：S45～H30年度分は『2018文部科学白書（図表2‐6‐1 私立大学等経常費補助金予算額の推移）』より数値を抜粋、R元年度以降は文部科学省高等教育局私学部
作成の『私学助成関係予算の概要』より数値を抜粋して編集した。


